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当期の事業環境は、公共投資が堅調に推移したものの、厳しい

受注競争や人手不足に加え、コロナ禍の影響により民間設備投

資の縮小や先送りが懸念される状況にありました。
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こうした中、当社グループは、2018年度から2020年度まで

の３カ年中期経営計画に基づき、当期も引き続き都市圏の事業

拡大や営業・施工体制の強化、業務改革の推進等の諸施策を進

めてまいりました。

また、当期におけるコロナ禍による事業への大きな影響はあり

ませんでした。
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売上高は、屋内電気工事や空調管工事の減少により個別は減少と

なったものの、前期末に連結化した昭和コーポレーションが加わ

ったことなどにより、前期比155億円増の1,844億円となりまし

た。
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営業利益は、売上高の増加に加え、原価管理の徹底や効率化施策

による生産性向上などにより、前期比1１億円増の９４億円とな

りました。
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受取利息などの営業外損益を加えた経常利益は、営業利益の増加

などにより、前期比７億円増の11８億円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益の増加や、前期に

計上したM＆Ａに係るのれんの減損損失が発生しなかったことな

どにより、前期比3３億円増の８１億円となりました。
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売上高につきましては、2012年度から増収が続いており、当期

で９期連続の増収となりました。

営業利益は、効率化や原価管理の徹底、販管費の抑制に努めたこ

とで、２期連続の増益となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、５期ぶりの増益となりまし

た。
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赤い線で示した受注高は、18年度から3期連続で増加し、当期は受注

高が売上高を上回りました。

青い線で示した当期の売上高は、完成物件が多く売上高が急増した前

期には届きませんでしたが、大変高い水準を維持しています。

また、次期繰越高も、前期から72億円増加し、過去最高の959億円

となりました。
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資産の部でございますが、流動資産は１,０８２億円で、前年度

末に比べ、６４億円増加し、また、固定資産は１,６８２億円で、

前年度末に比べ、４９億円減少しました。

以上により、資産合計は前年度末と比べ、１５億円増加の

２,７６５億円となりました。
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負債につきましては、流動負債は４３９億円で、前年度末に比べ、

３７億円減少し、また、固定負債は１３７億円で、前年度末に比

べ、１３億円減少いたしました。

負債合計は、５７７億円となり、前年度末に比べ、５１億円減少

いたしました。

純資産合計は、２,１８７億円となり、前年度に比べ、６７億円

増加しました。
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連結損益計算書につきましては、当社グループ（連結）の業績（

本資料の５～7頁）にて、説明したとおりでございます。
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資産の部でございますが、流動資産は８２７億円で、前期末に

比べ、４６億円増加し、また、固定資産は１,７３４億円で、

前期末に比べ、７億円減少いたしました。

以上により、資産合計は前期末と比べ、３８億円増加の

２,５６２億円となりました。
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負債につきましては、流動負債が３３１億円で、前期末に比べ、１

５億円減少し、また、固定負債は１３２億円で、前期末に比

べ、１億円増加いたしました。

負債合計は４６４億円となり、前期末に比べ、１３億円減少いたし

ました。

純資産合計は、２,０９８億円となり、前期末に比べ、５２億円増加

しました。
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売上高は前期比９億円減の1,4８４億円となりました。

営業利益は前期比２億円増の８１億円、経常利益は前期比２億円減

の１０５億円、当期純利益は前期比４２億円増の７８億円となり、

減収増益でございました。
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このたび、当社は、創立８０周年の節目となる２０２４年度を

ターゲットに、中電工グループの更なる成長に向けた、新中期

経営計画２０２４を策定いたしました。
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当社グループが引き続き成長を続けていくためには、これまで以

上に環境変化に迅速に対応して変革を進めることが不可欠であり

、引き続き変革と成長をテーマとし、２つのサブテーマを設定し

ております。

1つ目は、営業・施工体制の強化と利益の拡大とし、中国地域での

基盤強化、都市圏での体制強化・事業拡大に引き続き取り組み、

利益を確保・拡大できる体制の強化・競争力強化を図ってまいり

ます。

2つ目は、ＤＸと脱炭素化の推進とし、デジタルトランスフォーメ

ーションによる生産性向上を推進してまいります。

また、ＳＤＧs、カーボンニュートラルへの動向に対応して、自社

の脱炭素化とともに、自家消費型太陽光ＰＰＡ事業など、お客様

への脱炭素化支援事業を推進してまいります。
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中期経営計画２０２４では、これらのテーマの実現に向けて、次

の５つの主要施策に取り組んでまいります。
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１点目の受注の拡大と施工体制の強化については、設計力、提

案力の強化により、工場工事、地中線工事等の受注拡大を図る

とともに、協力会社との連携強化による施工体制の強化に取り

組んでまいります。
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２点目の利益の確保・拡大と競争力強化については、現場管理の

強化による施工の効率化、全社・グループをあげたコスト低減、

ＤＸの推進による生産性向上に取り組んでまいります。
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３点目の人材育成の強化と働き方改革の推進では、これまでの発

展を支えてきたのは継続的な人材の確保と育成であり、引き続き

グループ大での人材の確保・育成、働き方改革等に積極的に取り

組んでまいります。
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４点目の品質の向上では、品質は、お客様の信頼の前提であるこ

とを強く認識し，電力の安定供給やお客様満足度の向上に向け、

品質の確保に確実に取り組んでまいります。
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５点目の成長投資（Ｍ＆Ａ・出資等）による事業拡大では、

自社の脱炭素化とともに、脱炭素化支援として環境関連ビジネ

スの推進、再エネ等への投資、また、施工体制の強化等に向け

たＭ＆Ａに取り組んでまいります。



28

最後に、２０２４年度の数値目標は、連結売上高 ２,１００億円、連

結営業利益１２０億円とし、中期経営計画の諸施策に当社グループ一

丸となって取り組み、目標の達成に努めてまいります。
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株主の皆様におかれましては、今後とも、当社グループの事

業に格別のご理解とご支援を賜りますよう、お願い申しあげ

ます。


